
      
 

地域ブロック別クロス集計報告 
１．回答企業の属性について（補正なし） 

 
地域ブロックの定義は、経済産業局の管轄都道府県による

地域ブロック 都道府県                     

北海道地区 北海道              

東北地区 青森県 岩手県 秋田県 山形県 福島県 宮城県        

関東地区 茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県 新潟県 山梨県 長野県 静岡県

中部地区 富山県 石川県 岐阜県 三重県 愛知県        

近畿地区 福井県 滋賀県 京都府 兵庫県 奈良県 和歌山県 大阪府      

中国地区 鳥取県 島根県 岡山県 山口県 広島県         

四国地区 徳島県 愛媛県 高知県 香川県          

九州地区 佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県 福岡県       

沖縄地区 沖縄県                     

 
 

図１－１ 業種 
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0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道地区

東北地区

関東地区

中部地区

近畿地区

中国地区

四国地区

九州地区

沖縄地区

（1）建設業 （2）製造業 （3）情報通信業 （4）運輸業 （5）卸売・小売業 （6）飲食店、宿泊業 （7）不動産業 （8）サービス業 （9）その他 無回答  
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図１－２ 会社形態 
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2.9%

14.6%

16.4%

9.6%

20.0%
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0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道地区

東北地区

関東地区

中部地区

近畿地区

中国地区

四国地区

九州地区

沖縄地区

(1)株式会社 (2)有限会社 無回答  
 
 

図１－３ 資本金 
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6.6%
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10.0%
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6.6%
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5.0%

12.9%

0.0%

0.3%

1.6%
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1.1%

0.6%

0.0%

0.4%

0.1%

0.4%

0.1%

0.0%

1.1%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道地区

東北地区

関東地区

中部地区

近畿地区

中国地区

四国地区

九州地区

沖縄地区

（1）300万円未満 （2）1,000万円以下 （3）1,000万円超3,000万円以下 （4）3,000万円超5,000万円以下

（5）5,000万円超1億円以下 （6）1億円超3億円以下 （7）3億円超 無回答  
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図１－４ 直近決算時の総資産の状況 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道地区

東北地区

関東地区

中部地区

近畿地区

中国地区

四国地区

九州地区

沖縄地区

１００百万円未満 ５００百万円未満 １０００百万円未満 １５００百万円未満 ３０００百万円未満 ３０００百万円以上 無回答  
 
 

図１－５ 直近決算時の有形固定資産の状況 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道地区

東北地区

関東地区

中部地区

近畿地区

中国地区

四国地区

九州地区

沖縄地区

５０百万円未満 １００百万円未満 ５００百万円未満 １０００百万円未満 １５００百万円未満 １５００百万円以上 無回答  
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図１－６ 直近決算時の純資産の状況 
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沖縄地区

２０百万円未満 ５０百万円未満 １００百万円未満 ５００百万円未満 １０００百万円未満 １０００百万円以上 無回答
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図１－７ 事業主本人や役員を含む従業員数 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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中部地区

近畿地区

中国地区

四国地区

九州地区

沖縄地区

（1）1人 （2）2人～5人 （3）6人～10人 （4）11人～20人 （5）21人～50人 （6）51人～100人 （7）101人～300人 （8）301人以上 無回答  
 
 

図１－８ 直近決算時の年間売上高 
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中国地区

四国地区

九州地区

沖縄地区

（1）1千万円未満 （2）1千万円以上5千万円未満 （3）5千万円以上1億円未満 （4）1億円以上5億円未満

（5）5億円以上10億円未満 （6）10億円以上50億円未満 （7）50億円以上 無回答  
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図１－９ 業歴 
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0.0%
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0.0%
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関東地区

中部地区

近畿地区

中国地区

四国地区

九州地区

沖縄地区

（1）5年未満 （2）5年以上10年未満 （3）10年以上15年未満 （4）15年以上20年未満 （5）20年以上30年未満 （6）30年以上 無回答  
 
 

図１－１０ 直近３年の損益の状況 
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（1）黒字基調であり、黒字幅は増加傾向にある （2）黒字基調ではあるが、黒字幅は減少傾向にある （3）収支は概ねトントンである

（4）赤字基調ではあるが、赤字幅は減少傾向にある （5）赤字基調であり、赤字幅は増加傾向にある 無回答  
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図１－１１ 銀行借入総額／総資産額×100（%）の数値 
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沖縄地区

（1）0%～5%未満 （2）5%以上10%未満 （3）10%以上25%未満 （4）25%以上50%未満 （5）50%以上75%未満 （6）75%以上 無回答  
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図１－１２ 主要取引金融機関 
 

○ 東北、中国、四国、九州、沖縄では、地銀の占める割合が、70%以上となっている。 
○ 北海道、中部では、信用金庫と回答した企業が、15%程度あった。 

 
 
 

 
（北海道）

56.6%

7.1%

19.2%

1.6%

1.6%

1.1%

1.1%

11.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

都市銀行

地方銀行

第2地方銀行

信用金庫

信用組合

政府系金融機関

その他

無回答

 
（関東）
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1.0%

7.8%

2.0%

1.4%

0.8%

0.3%

57.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

都市銀行

地方銀行

第2地方銀行

信用金庫

信用組合

政府系金融機関

その他

無回答

 
 

 
（全国）

42.0%
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2.0%

1.3%

0.9%

0.5%

41.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

都市銀行

地方銀行

第2地方銀行

信用金庫

信用組合

政府系金融機関

その他

無回答

 
（東北）
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1.7%

9.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

都市銀行

地方銀行

第2地方銀行

信用金庫

信用組合

政府系金融機関

その他

無回答
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（近畿）
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8.8%

2.2%

1.4%

0.7%

0.0%

62.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

都市銀行

地方銀行

第2地方銀行

信用金庫

信用組合

政府系金融機関

その他

無回答

 
（四国）

76.2%

7.4%

2.5%

1.6%

1.6%

0.8%

0.0%

9.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

都市銀行

地方銀行

第2地方銀行

信用金庫

信用組合

政府系金融機関

その他

無回答

 
（沖縄）

80.0%

10.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

10.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100

都市銀行

地方銀行

第2地方銀行

信用金庫

信用組合

政府系金融機関

その他

無回答

 
 
 

 
（中部）

43.1%

3.5%

14.9%

1.6%

0.9%

1.1%

0.4%

34.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

都市銀行

地方銀行

第2地方銀行

信用金庫

信用組合

政府系金融機関

その他

無回答

 
（中国）

71.4%

5.7%

6.1%

1.4%

0.7%

1.4%

0.4%

12.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

都市銀行

地方銀行

第2地方銀行

信用金庫

信用組合

政府系金融機関

その他

無回答

 
（九州）

72.7%

4.7%

3.4%

1.6%

1.2%

1.2%

1.6%

13.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

都市銀行

地方銀行

第2地方銀行

信用金庫

信用組合

政府系金融機関

その他

無回答
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以下、すべて補正後の集計結果である。 
 

２．決算書の作成及び活用について 
（１）  事業計画書の策定状況について 
 
 
 
 
 
 

○ 「策定している」の比率が高い地域は、東北が 70.6%と最も高く、次いで、九州、北海道となって

いる。 
○ 「策定していない」の比率が高い地域は、沖縄が 52.1%と最も高く、次いで、中部、中国となって

いる。 

図２－１事業計画書の策定状況 

53.9%

56.5%

70.6%

52.4%

45.9%

53.3%

48.3%

54.0%

60.4%

47.6%

40.2%

39.5%

25.5%

41.8%

48.6%

39.6%

48.4%

33.6%

31.4%

52.1%

5.9%

4.0%

3.9%

5.8%

5.5%

7.1%

3.3%

12.4%

8.2%

4.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

北海道地区

東北地区

関東地区

中部地区

近畿地区

中国地区

四国地区

九州地区

沖縄地区

策定している 策定していない 無回答  
 

＜策定していると回答した企業＞ 
 

図２－２ 策定している事業計画書（複数回答） 

41.9%

54.2%

49.7%

41.2%

36.0%

37.6%

42.2%

38.2%

47.4%

41.9%

14.3%

4.6%

25.5%

13.2%

11.5%

17.5%

8.2%

16.7%

15.8%

5.2%

1.0%

0.0%

3.1%

0.7%

0.2%

2.2%

0.1%

0.0%

0.4%

0.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

全国

北海道地区

東北地区

関東地区

中部地区

近畿地区

中国地区

四国地区

九州地区

沖縄地区

（1）1～2年後までの短期計画 （2）3～9年後までの中期計画 （3）10年以上の長期計画  
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図２－３ 策定している事業計画書の利用方法（複数回答） 

 
（北海道）

25.2%

0.1%

48.8%

10.1%

32.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

金融機関の評価（信用力）が上がった

取引先の評価（信用力）が上がった

自社の実態が明らかになり、
経営判断が行いやすくなった

その他

無回答

 
（関東）

32.6%

6.0%

47.0%

7.3%

24.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

金融機関の評価（信用力）が上がった

取引先の評価（信用力）が上がった

自社の実態が明らかになり、
経営判断が行いやすくなった

その他

無回答

 
（近畿）

23.3%

3.9%

53.3%

6.9%

30.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

金融機関の評価（信用力）が上がった

取引先の評価（信用力）が上がった

自社の実態が明らかになり、
経営判断が行いやすくなった

その他

無回答

 

 
（全国）

31.4%

5.3%

48.3%

7.1%

25.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

金融機関の評価（信用力）が上がった

取引先の評価（信用力）が上がった

自社の実態が明らかになり、
経営判断が行いやすくなった

その他

無回答

 
（東北）

34.7%

6.2%

58.1%

2.9%

10.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

金融機関の評価（信用力）が上がった

取引先の評価（信用力）が上がった

自社の実態が明らかになり、
経営判断が行いやすくなった

その他

無回答

 
（中部）

39.7%

5.5%

37.6%

10.3%

24.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

金融機関の評価（信用力）が上がった

取引先の評価（信用力）が上がった

自社の実態が明らかになり、
経営判断が行いやすくなった

その他

無回答
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（四国）

7.6%

1.5%

55.7%

3.6%

36.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

金融機関の評価（信用力）が上がった

取引先の評価（信用力）が上がった

自社の実態が明らかになり、
経営判断が行いやすくなった

その他

無回答

 
（沖縄）

1.8%

0.0%

93.9%

1.1%

3.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

金融機関の評価（信用力）が上がった

取引先の評価（信用力）が上がった

自社の実態が明らかになり、
経営判断が行いやすくなった

その他

無回答

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（中国）

39.7%

6.1%

36.1%

1.8%

35.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

金融機関の評価（信用力）が上がった

取引先の評価（信用力）が上がった

自社の実態が明らかになり、
経営判断が行いやすくなった

その他

無回答

 
（九州）

29.5%

7.0%

60.5%

10.0%

13.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

金融機関の評価（信用力）が上がった

取引先の評価（信用力）が上がった

自社の実態が明らかになり、
経営判断が行いやすくなった

その他

無回答

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



      
 

 
３．決算書等の情報開示について 

 
（１） 決算書の信用力を高めるための取り組みについて 
 

 

○ 決算書の信用力向上（「会計監査の実施」「会計参与制度の導入」「民間信用調査会社への情報提

供」「決算公告の実施」「税理士による書面添付制度の活用」「日本税理士会連合会のチェックリ

ストの活用」の合計で見た場合）の取組が多い地域としては、中部、九州、関東の順になっている。

 
図表３－１ 取組の内容（複数回答） 

12.6%

9.2%

16.9%

12.9%

13.1%

15.5%

9.0%

3.5%

8.5%

2.8%

0.5%

0.0%

0.3%

0.2%

0.9%

0.6%

0.1%

4.0%

0.0%

18.9%

12.5%

11.7%

18.9%

20.2%

22.8%

17.8%

18.7%

22.1%

32.6%

4.3%

1.4%

1.7%

4.8%

6.7%

3.8%

5.2%

1.7%

4.1%

0.0%

17.6%

14.6%

17.7%

16.8%

23.6%

13.8%

18.5%

17.3%

20.8%

31.0%

4.5%

2.7%

6.8%

4.3%

6.6%

3.3%

3.5%

0.8%

5.6%

0.0%

4.2%

0.0%

49.1%

65.0%

49.7%

48.4%

41.0%

51.4%

49.5%

60.5%

45.5%

34.5%

5.0%

4.8%

5.1%

5.4%

2.3%

5.0%

4.7%

8.1%

5.0%

29.3%
2.8%

3.0%

0.0%

0.2%

3.1%

2.0%

2.1%

1.1%

2.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

  全  体

北海道地区

東北地区

関東地区

中部地区

近畿地区

中国地区

四国地区

九州地区

沖縄地区

(1)監査法人又は公認会計士による会計監査を受けている (2)会計参与制度を導入している

(3)民間信用調査会社への情報提供を行っている (4)決算公告を行っている

(5)税理士による書面添付制度を活用している (6)日本税理士会連合会作成のチェックリストを活用している

(7)その他 (0)特に利用していない

無回答  
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４．「中小企業の会計」に対する認知度 

 
（１） 「中小企業の会計」についての認知度 
 
 
 
 
 
 

○ 「中小企業の会計」の認知度が高い地域は、沖縄が 62.2%と最も高く、次いで、中部、中国となっ

ている。 
○ 「中小企業の会計」の認知度が低い地域は、四国が 68.1%と最も低く、次いで、北海道、東北とな

っている。 

図表４－１ 「中小企業の会計」への認知状況 
 

44.0%

37.4%

43.2%

44.9%

48.8%

41.0%

47.2%

31.9%

44.2%

62.2%

52.7%

62.0%

54.4%

51.2%

50.2%

54.0%

48.1%

68.1%

52.5%

37.4%

3.3%

0.6%

2.4%

3.9%

1.0%

5.0%

4.7%

0.0%

3.3%

0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

北海道地区

東北地区

関東地区

中部地区

近畿地区

中国地区

四国地区

九州地区

沖縄地区

知っている いずれも知らない 無回答  
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図表４－２ 「中小企業の会計」について知っていること（複数回答） 
  

（北海道）

9.9%

11.9%

2.8%

2.8%

25.0%

5.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100
%

（1）「中小企業の会計」の内容について、ある程度
理解している

（2）「中小企業の会計に関する指針」が策定された
ことを知っている

（3）　「中小企業の会計31問31答」を知っていた

（4）信用保証協会が、「中小企業の会計に関する指
針」の準拠状況を示すチェックリストの提出会社に対
して、保証料率の割引を開始したことを知っている

（5）日本税理士会連合会が「中小企業の会計に関
する指針の適用に関するチェックリスト」を策定した

ことを知っている

（6）税理士によるチェックリストの添付がある等、信
用力のある決算書を提示した企業に対して、特別な
融資メニューを提供する取組みが一部の金融機関

で開始されていることを知っている

（関東）

13.0%

10.3%

9.6%

11.5%

29.1%

6.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100
%

（1）「中小企業の会計」の内容について、ある程度
理解している

（2）「中小企業の会計に関する指針」が策定された
ことを知っている

（3）　「中小企業の会計31問31答」を知っていた

（4）信用保証協会が、「中小企業の会計に関する指
針」の準拠状況を示すチェックリストの提出会社に対
して、保証料率の割引を開始したことを知っている

（5）日本税理士会連合会が「中小企業の会計に関
する指針の適用に関するチェックリスト」を策定した

ことを知っている

（6）税理士によるチェックリストの添付がある等、信
用力のある決算書を提示した企業に対して、特別な
融資メニューを提供する取組みが一部の金融機関

で開始されていることを知っている

（近畿）

13.0%

8.3%

13.1%

9.9%

24.3%

7.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100
%

（1）「中小企業の会計」の内容について、ある程度
理解している

（2）「中小企業の会計に関する指針」が策定された
ことを知っている

（3）　「中小企業の会計31問31答」を知っていた

（4）信用保証協会が、「中小企業の会計に関する指
針」の準拠状況を示すチェックリストの提出会社に対
して、保証料率の割引を開始したことを知っている

（5）日本税理士会連合会が「中小企業の会計に関
する指針の適用に関するチェックリスト」を策定した

ことを知っている

（6）税理士によるチェックリストの添付がある等、信
用力のある決算書を提示した企業に対して、特別な
融資メニューを提供する取組みが一部の金融機関

で開始されていることを知っている

 

 
（全国）

11.8%

9.7%

9.5%

9.7%

6.7%

27.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100
%

「中小企業の会計」の内容について、ある程度理解
している

「中小企業の会計に関する指針」が策定されたこと
を知っている

「中小企業の会計31問31答」を知っていた

信用保証協会が、「中小企業の会計に関する指針」
の準拠状況を示すチェックリストの提出会社に対し
て、保証料率の割引を開始したことを知っている

日本税理士会連合会が「中小企業の会計に関する
指針の適用に関するチェックリスト」を策定したことを

知っている

税理士によるチェックリストの添付がある等、信用力
のある決算書を提示した企業に対して、特別な融資
メニューを提供する取組みが一部の金融機関で開

始されていることを知っている

（東北）

8.5%

7.8%

10.7%

7.7%

5.1%

26.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100
%

「中小企業の会計」の内容について、ある程度理解
している

「中小企業の会計に関する指針」が策定されたこと
を知っている

「中小企業の会計31問31答」を知っていた

信用保証協会が、「中小企業の会計に関する指針」
の準拠状況を示すチェックリストの提出会社に対し
て、保証料率の割引を開始したことを知っている

日本税理士会連合会が「中小企業の会計に関する
指針の適用に関するチェックリスト」を策定したことを

知っている

税理士によるチェックリストの添付がある等、信用力
のある決算書を提示した企業に対して、特別な融資
メニューを提供する取組みが一部の金融機関で開

始されていることを知っている

（中部）

11.0%

9.2%

7.8%

9.3%

8.4%

32.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100
%

「中小企業の会計」の内容について、ある程度理解
している

「中小企業の会計に関する指針」が策定されたこと
を知っている

「中小企業の会計31問31答」を知っていた

信用保証協会が、「中小企業の会計に関する指針」
の準拠状況を示すチェックリストの提出会社に対し
て、保証料率の割引を開始したことを知っている

日本税理士会連合会が「中小企業の会計に関する
指針の適用に関するチェックリスト」を策定したことを

知っている

税理士によるチェックリストの添付がある等、信用力
のある決算書を提示した企業に対して、特別な融資
メニューを提供する取組みが一部の金融機関で開

始されていることを知っている
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（四国）

5.5%

9.5%

0.8%

4.7%

23.4%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100
%

（1）「中小企業の会計」の内容について、ある程度
理解している

（2）「中小企業の会計に関する指針」が策定された
ことを知っている

（3）　「中小企業の会計31問31答」を知っていた

（4）信用保証協会が、「中小企業の会計に関する指
針」の準拠状況を示すチェックリストの提出会社に対
して、保証料率の割引を開始したことを知っている

（5）日本税理士会連合会が「中小企業の会計に関
する指針の適用に関するチェックリスト」を策定した

ことを知っている

（6）税理士によるチェックリストの添付がある等、信
用力のある決算書を提示した企業に対して、特別な
融資メニューを提供する取組みが一部の金融機関

で開始されていることを知っている

 
（沖縄）

31.0%

0.9%

0.0%

0.4%

33.6%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100
%

（1）「中小企業の会計」の内容について、ある程度
理解している

（2）「中小企業の会計に関する指針」が策定された
ことを知っている

（3）　「中小企業の会計31問31答」を知っていた

（4）信用保証協会が、「中小企業の会計に関する指
針」の準拠状況を示すチェックリストの提出会社に対
して、保証料率の割引を開始したことを知っている

（5）日本税理士会連合会が「中小企業の会計に関
する指針の適用に関するチェックリスト」を策定した

ことを知っている

（6）税理士によるチェックリストの添付がある等、信
用力のある決算書を提示した企業に対して、特別な
融資メニューを提供する取組みが一部の金融機関

で開始されていることを知っている

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（中国）

8.7%

7.6%

15.2%

12.4%

9.4%

23.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100
%

「中小企業の会計」の内容について、ある程度理解
している

「中小企業の会計に関する指針」が策定されたこと
を知っている

「中小企業の会計31問31答」を知っていた

信用保証協会が、「中小企業の会計に関する指針」
の準拠状況を示すチェックリストの提出会社に対し
て、保証料率の割引を開始したことを知っている

日本税理士会連合会が「中小企業の会計に関する
指針の適用に関するチェックリスト」を策定したことを

知っている

税理士によるチェックリストの添付がある等、信用力
のある決算書を提示した企業に対して、特別な融資
メニューを提供する取組みが一部の金融機関で開

始されていることを知っている

 
（九州）

13.7%

14.4%

5.7%

7.4%

9.4%

27.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100
%

「中小企業の会計」の内容について、ある程度理解
している

「中小企業の会計に関する指針」が策定されたこと
を知っている

「中小企業の会計31問31答」を知っていた

信用保証協会が、「中小企業の会計に関する指針」
の準拠状況を示すチェックリストの提出会社に対し
て、保証料率の割引を開始したことを知っている

日本税理士会連合会が「中小企業の会計に関する
指針の適用に関するチェックリスト」を策定したことを

知っている

税理士によるチェックリストの添付がある等、信用力
のある決算書を提示した企業に対して、特別な融資
メニューを提供する取組みが一部の金融機関で開

始されていることを知っている

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



      
 

 
図表４－３ 「中小企業の会計」を知ったきっかけについて（複数回答） 
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（北海道）

1.9%

10.5%

0.0%

18.7%

13.6%

7.4%

5.8%

6.6%

59.7%

7.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100
%

（1）税理士を通じて知った

（2）公認会計士を通じて知った

（3）商工会議所、商工会の経営指導員
を通じて知った

（4）中小企業診断士を通じて知った

（5）金融機関を通じて知った

（6）商工会議所、商工会のセミナーや
講習会を通じて知った

（7）中小企業庁のホームページを見て知った

（8）新聞・雑誌を見て知った

（9）その他

無回答

（関東）

7.8%

8.1%

0.8%

10.2%

6.8%

23.2%

5.3%

4.0%

45.2%

30.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100
%

（1）税理士を通じて知った

（2）公認会計士を通じて知った

（3）商工会議所、商工会の経営指導員
を通じて知った

（4）中小企業診断士を通じて知った

（5）金融機関を通じて知った

（6）商工会議所、商工会のセミナーや
講習会を通じて知った

（7）中小企業庁のホームページを見て知った

（8）新聞・雑誌を見て知った

（9）その他

無回答

（近畿）

11.8%

10.0%

0.1%

10.5%

4.5%

18.5%

3.8%

1.8%

47.7%

29.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100
%

（1）税理士を通じて知った

（2）公認会計士を通じて知った

（3）商工会議所、商工会の経営指導員
を通じて知った

（4）中小企業診断士を通じて知った

（5）金融機関を通じて知った

（6）商工会議所、商工会のセミナーや
講習会を通じて知った

（7）中小企業庁のホームページを見て知った

（8）新聞・雑誌を見て知った

（9）その他

無回答

 
（全国）

8.1%

9.2%

0.7%

11.1%

5.5%

17.9%

4.6%

3.3%

50.0%

26.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

税理士を通じて知った

公認会計士を通じて知った

商工会議所、商工会の経営指導員
を通じて知った

中小企業診断士を通じて知った

金融機関を通じて知った

商工会議所、商工会のセミナーや
講習会を通じて知った

中小企業庁のホームページを見て知った

新聞・雑誌を見て知った

その他

無回答

（東北）

10.0%

17.6%

0.1%

9.8%

1.5%

5.2%

4.0%

6.5%

39.2%

31.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

税理士を通じて知った

公認会計士を通じて知った

商工会議所、商工会の経営指導員
を通じて知った

中小企業診断士を通じて知った

金融機関を通じて知った

商工会議所、商工会のセミナーや
講習会を通じて知った

中小企業庁のホームページを見て知った

新聞・雑誌を見て知った

その他

無回答

（中部）

6.6%

6.9%

1.9%

14.3%

5.7%

16.0%

0.9%

0.2%

62.7%

20.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

税理士を通じて知った

公認会計士を通じて知った

商工会議所、商工会の経営指導員
を通じて知った

中小企業診断士を通じて知った

金融機関を通じて知った

商工会議所、商工会のセミナーや
講習会を通じて知った

中小企業庁のホームページを見て知った

新聞・雑誌を見て知った

その他

無回答



      
 

  
（四国）

1.9%

0.6%

0.0%

3.6%

5.7%

22.7%

0.8%

0.3%

56.9%

13.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100
%

（1）税理士を通じて知った

（2）公認会計士を通じて知った

（3）商工会議所、商工会の経営指導員
を通じて知った

（4）中小企業診断士を通じて知った

（5）金融機関を通じて知った

（6）商工会議所、商工会のセミナーや
講習会を通じて知った

（7）中小企業庁のホームページを見て知った

（8）新聞・雑誌を見て知った

（9）その他

無回答

 
（沖縄）

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.7%

44.6%

5.2%

0.7%

94.8%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100
%

（1）税理士を通じて知った

（2）公認会計士を通じて知った

（3）商工会議所、商工会の経営指導員
を通じて知った

（4）中小企業診断士を通じて知った

（5）金融機関を通じて知った

（6）商工会議所、商工会のセミナーや
講習会を通じて知った

（7）中小企業庁のホームページを見て知った

（8）新聞・雑誌を見て知った

（9）その他

無回答

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（中国）

7.0%

10.2%

0.5%

11.4%

4.3%

15.4%

3.8%

3.6%

49.6%

31.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

税理士を通じて知った

公認会計士を通じて知った

商工会議所、商工会の経営指導員
を通じて知った

中小企業診断士を通じて知った

金融機関を通じて知った

商工会議所、商工会のセミナーや
講習会を通じて知った

中小企業庁のホームページを見て知った

新聞・雑誌を見て知った

その他

無回答

 
（九州）

10.1%

9.0%

0.5%

11.1%

1.7%

12.8%

12.2%

3.5%

61.2%

17.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

税理士を通じて知った

公認会計士を通じて知った

商工会議所、商工会の経営指導員
を通じて知った

中小企業診断士を通じて知った

金融機関を通じて知った

商工会議所、商工会のセミナーや
講習会を通じて知った

中小企業庁のホームページを見て知った

新聞・雑誌を見て知った

その他

無回答
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（２） 適切な会計処理に基づき決算書を作成することへの取組について 
 

図表４－４ 適切な会計処置に基づく決算書の作成への取組について（複数回答） 
 

（北海道）

59.7%

28.9%

11.2%

15.2%

6.3%

2.9%

4.7%

5.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100
%

（1）自社の財務状況を適切に把握するため、今後
の決算書の作成に活かしていきたい

（2）金融機関からの資金調達力を強化するため、今
後の決算書の作成に活かしていきたい

（3）取引先への信用力を強化するため、今後の決
算書の作成に活かしていきたい

（4）当社の体制では対応できない

（5）金融機関の対応が変わるとは思えないので、活
用しようとは思わない

（6）取引先からの信頼が向上するとは思えないの
で、活用しようとは思わない

（7）その他

無回答

（関東）

62.5%

26.8%

14.1%

11.9%

6.8%

5.6%

4.4%

10.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100
%

（1）自社の財務状況を適切に把握するため、今後
の決算書の作成に活かしていきたい

（2）金融機関からの資金調達力を強化するため、今
後の決算書の作成に活かしていきたい

（3）取引先への信用力を強化するため、今後の決
算書の作成に活かしていきたい

（4）当社の体制では対応できない

（5）金融機関の対応が変わるとは思えないので、活
用しようとは思わない

（6）取引先からの信頼が向上するとは思えないの
で、活用しようとは思わない

（7）その他

無回答

（近畿）

58.7%

23.8%

13.9%

10.5%

6.4%

5.4%

5.7%

11.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100
%

（1）自社の財務状況を適切に把握するため、今後
の決算書の作成に活かしていきたい

（2）金融機関からの資金調達力を強化するため、今
後の決算書の作成に活かしていきたい

（3）取引先への信用力を強化するため、今後の決
算書の作成に活かしていきたい

（4）当社の体制では対応できない

（5）金融機関の対応が変わるとは思えないので、活
用しようとは思わない

（6）取引先からの信頼が向上するとは思えないの
で、活用しようとは思わない

（7）その他

無回答

（全国）

27.5%

13.6%

11.4%

4.5%

3.9%

10.3%

62.7%

6.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100
%

自社の財務状況を適切に把握するため、今後の決
算書の作成に活かしていきたい

金融機関からの資金調達力を強化するため、今後
の決算書の作成に活かしていきたい

取引先への信用力を強化するため、今後の決算書
の作成に活かしていきたい

当社の体制では対応できない

金融機関の対応が変わるとは思えないので、活用し
ようとは思わない

取引先からの信頼が向上するとは思えないので、活
用しようとは思わない

その他

無回答

（東北）

68.5%

26.6%

13.4%

9.6%

6.2%

2.4%

3.3%

11.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100
%

自社の財務状況を適切に把握するため、今後の決
算書の作成に活かしていきたい

金融機関からの資金調達力を強化するため、今後
の決算書の作成に活かしていきたい

取引先への信用力を強化するため、今後の決算書
の作成に活かしていきたい

当社の体制では対応できない

金融機関の対応が変わるとは思えないので、活用し
ようとは思わない

取引先からの信頼が向上するとは思えないので、活
用しようとは思わない

その他

無回答

（中部）

62.4%

31.9%

12.7%

10.0%

9.4%

6.7%

2.7%

7.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100

自社の財務状況を適切に把握するため、今後の決
算書の作成に活かしていきたい

金融機関からの資金調達力を強化するため、今後
の決算書の作成に活かしていきたい

取引先への信用力を強化するため、今後の決算書
の作成に活かしていきたい

当社の体制では対応できない

金融機関の対応が変わるとは思えないので、活用し
ようとは思わない

取引先からの信頼が向上するとは思えないので、活
用しようとは思わない

その他

無回答
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（四国）

64.5%

23.3%

6.0%

10.9%

7.5%

0.4%

3.8%

8.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100
%

（1）自社の財務状況を適切に把握するため、今後
の決算書の作成に活かしていきたい

（2）金融機関からの資金調達力を強化するため、今
後の決算書の作成に活かしていきたい

（3）取引先への信用力を強化するため、今後の決
算書の作成に活かしていきたい

（4）当社の体制では対応できない

（5）金融機関の対応が変わるとは思えないので、活
用しようとは思わない

（6）取引先からの信頼が向上するとは思えないの
で、活用しようとは思わない

（7）その他

無回答

 
（沖縄）

92.4%

30.5%

31.4%

0.0%

3.8%

2.9%

1.9%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100
%

（1）自社の財務状況を適切に把握するため、今後
の決算書の作成に活かしていきたい

（2）金融機関からの資金調達力を強化するため、今
後の決算書の作成に活かしていきたい

（3）取引先への信用力を強化するため、今後の決
算書の作成に活かしていきたい

（4）当社の体制では対応できない

（5）金融機関の対応が変わるとは思えないので、活
用しようとは思わない

（6）取引先からの信頼が向上するとは思えないの
で、活用しようとは思わない

（7）その他

無回答

 
 
 

 
（中国）

59.9%

32.4%

8.6%

10.8%

5.4%

3.3%

1.9%

11.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100
%

自社の財務状況を適切に把握するため、今後の決
算書の作成に活かしていきたい

金融機関からの資金調達力を強化するため、今後
の決算書の作成に活かしていきたい

取引先への信用力を強化するため、今後の決算書
の作成に活かしていきたい

当社の体制では対応できない

金融機関の対応が変わるとは思えないので、活用し
ようとは思わない

取引先からの信頼が向上するとは思えないので、活
用しようとは思わない

その他

無回答

 
（九州）

68.5%

28.8%

21.3%

14.4%

2.4%

0.3%

1.7%

15.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100
%

自社の財務状況を適切に把握するため、今後の決
算書の作成に活かしていきたい

金融機関からの資金調達力を強化するため、今後
の決算書の作成に活かしていきたい

取引先への信用力を強化するため、今後の決算書
の作成に活かしていきたい

当社の体制では対応できない

金融機関の対応が変わるとは思えないので、活用し
ようとは思わない

取引先からの信頼が向上するとは思えないので、活
用しようとは思わない

その他

無回答
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（３） 「中小企業の会計」への準拠 
 

 

○ 「中小企業の会計に準拠した計算書類の作成している」の回答比率が高い地域は、沖縄の 39.7%
が最も高く、次いで、関東、近畿となっている。 

○ 「中小企業の会計に準拠した計算書類を作成していない」の回答比率が高い地域は、近畿の 5.5%
が最も高く、次いで、北海道、九州となっている。 

「税理士等に一任しているため分からない」との回答は、全地域ブロックにおいて 50%以上となって

いる。

 
図表４－５ 「中小企業の会計」への準拠状況 

 

15.9%

10.5%

15.6%

16.1%

18.9%

17.4%

13.5%

12.5%

14.8%

5.9%

5.1%

2.1%

2.6%

5.6%

6.3%

6.1%

6.6%

0.6%

3.8%

12.6%

14.0%

7.9%

15.5%

9.9%

11.9%

10.3%

9.8%

10.8%

33.8%

3.6%

5.1%

4.5%

3.3%

2.2%

5.5%

1.8%

0.4%

5.0%

0.0%

55.3%

57.1%

58.6%

52.8%

58.0%

50.5%

63.2%

71.9%

54.2%

60.0%

1.3%

4.5%

2.5%

1.2%

0.6%

0.4%

0.3%

0.5%

2.3%

0.0%

6.3%

6.7%

8.2%

5.6%

4.1%

8.2%

4.4%

4.2%

9.1%

0.0% 0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

北海道地区

東北地区

関東地区

中部地区

近畿地区

中国地区

四国地区

九州地区

沖縄地区

（1）「中小企業の会計」に完全に準拠して計算書類を作成している

（2）「中小企業の会計」に完全に準拠していないが、保証協会の保証料割引制度や金融機関等による融資商品を利用している

（3）「中小企業の会計」に完全に準拠していないが、主旨を理解して決算書を作成している（2に該当するものを除く）

（4）「中小企業の会計」には準拠していない

（5）税理士等に一任しているため分からない

（6）その他

無回答  
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＜「中小企業の会計」に準拠して計算書類を作成していると回答した企業＞ 
 

図表４－６ 「中小企業の会計」への準拠したことによる効果（複数回答） 
 

（北海道）

25.2%

0.1%

48.8%

10.1%

32.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

（1）金融機関の評価（信用力）が上がった

（2）取引先の評価（信用力）が上がった

（3）自社の実態が明らかになり、
経営判断が行いやすくなった

（4）その他

無回答

（関東）

32.6%

6.0%

47.0%

7.3%

24.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

（1）金融機関の評価（信用力）が上がった

（2）取引先の評価（信用力）が上がった

（3）自社の実態が明らかになり、
経営判断が行いやすくなった

（4）その他

無回答

（近畿）

23.3%

53.3%

30.4%

20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

3.9%

6.9%

0% 10%

（1）金融機関の評価（信用力）が上がった

（2）取引先の評価（信用力）が上がった

（3）自社の実態が明らかになり、
経営判断が行いやすくなった

（4）その他

無回答

 
（全国）

31.4%

5.3%

48.3%

7.1%

25.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

金融機関の評価（信用力）が上がった

取引先の評価（信用力）が上がった

自社の実態が明らかになり、
経営判断が行いやすくなった

その他

無回答

（東北）

34.7%

6.2%

58.1%

2.9%

10.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

金融機関の評価（信用力）が上がった

取引先の評価（信用力）が上がった

自社の実態が明らかになり、
経営判断が行いやすくなった

その他

無回答

（中部）

39.7%

5.5%

37.6%

10.3%

24.3%

金融機関の評価（信用力）が上がった

取引先の評価（信用力）が上がった

自社の実態が明らかになり、
経営判断が行いやすくなった

その他

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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（四国）

7.6%

1.5%

55.7%

3.6%

36.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

（1）金融機関の評価（信用力）が上がった

（2）取引先の評価（信用力）が上がった

（3）自社の実態が明らかになり、
経営判断が行いやすくなった

（4）その他

無回答

 
（沖縄）

1.8%

0.0%

93.9%

1.1%

3.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

（1）金融機関の評価（信用力）が上がった

（2）取引先の評価（信用力）が上がった

（3）自社の実態が明らかになり、
経営判断が行いやすくなった

（4）その他

無回答

 
 
 
 

 
（中国）

39.7%

6.1%

36.1%

1.8%

35.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

金融機関の評価（信用力）が上がった

取引先の評価（信用力）が上がった

自社の実態が明らかになり、
経営判断が行いやすくなった

その他

無回答

 
（九州）

29.5%

7.0%

60.5%

10.0%

13.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

金融機関の評価（信用力）が上がった

取引先の評価（信用力）が上がった

自社の実態が明らかになり、
経営判断が行いやすくなった

その他

無回答

 
 
 



      
 

５．「会計参与制度」について 
 
（１）「会計参与制度」の導入状況について 
 
 
 
 
 
 

○ 「会計参与を導入している（予定を含む）」との回答比率が高い地域は、関東が 11.9%と最も高く、

次いで、近畿、中部となっている。 
○ 「会計参与制度を知らなかったので検討していない」の回答比率が高い地域は、近畿が 34.7%と最

も高く、次いで、九州、東北となっている。 

 
図表５－１ 「会計参与制度」の導入状況 

 

8.5%

6.3%

5.7%

9.3%

8.8%

10.0%

7.7%

4.5%

6.0%

29.4%

2.3%

0.8%

2.7%

2.6%

2.7%

1.6%

0.2%

3.4%

3.3%

0.0%

12.8%

11.5%

17.3%

12.6%

13.3%

12.7%

10.5%

4.9%

14.0%

2.8%

29.5%

29.7%

26.2%

31.5%

33.9%

28.9%

20.3%

27.4%

25.5%

33.4%

26.4%

26.7%

27.2%

24.7%

23.7%

34.7%

22.4%

22.5%

27.8%

1.2%

14.7%

19.3%

13.8%

13.7%

13.4%

4.5%

33.3%

33.3%

16.4%

32.5%

5.9%

5.7%

7.0%

5.5%

4.2%

7.6%

5.7%

3.9%

7.0%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

  全  体

北海道地区

東北地区

関東地区

中部地区

近畿地区

中国地区

四国地区

九州地区

沖縄地区

（1）既に導入している （2）今度導入する予定である

（3）周囲の状況を見て考える （4）導入は考えていない（6に該当するものは除く）

（5）制度を知らなかったので検討していない（6に該当するものは除く） （6）有限会社なので、制度に関係がない

無回答  
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＜導入は考えていないと回答した企業＞ 
 

図表５－２ 「会計参与制度」の導入を考えない理由（複数回答） 
 

 
（北海道）

11.4%

22.0%

5.1%

4.9%

0.6%

18.0%

50.1%

0.1%

0.9%

21.0%

5.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100
%

（1）設置による効果が予想しにくい

（2）適任者が見当たらない

（3）税理士等に依頼した場合の費用負担が予想し
にくい

（4）税理士・公認会計士が就任してくれない

（5）登記コストが高い

（6）手続きが煩雑でわかりにくい

（7）関係者（取締役・監査役・従業員・株主）の反対

（8）制度の内容がよくわからない

（9）現状に問題がない

（10）その他

無回答

 
（関東）

9.7%

19.6%

1.0%

5.4%

0.1%

16.1%

54.2%

4.7%

3.6%

38.6%

3.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100
%

（1）設置による効果が予想しにくい

（2）適任者が見当たらない

（3）税理士等に依頼した場合の費用負担が予想し
にくい

（4）税理士・公認会計士が就任してくれない

（5）登記コストが高い

（6）手続きが煩雑でわかりにくい

（7）関係者（取締役・監査役・従業員・株主）の反対

（8）制度の内容がよくわからない

（9）現状に問題がない

（10）その他

無回答

 
（近畿）

8.0%

21.3%

2.1%

10.1%

0.2%

15.9%

57.8%

5.9%

4.1%

30.9%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100
%

（1）設置による効果が予想しにくい

（2）適任者が見当たらない

（3）税理士等に依頼した場合の費用負担が予想し
にくい

（4）税理士・公認会計士が就任してくれない

（5）登記コストが高い

（6）手続きが煩雑でわかりにくい

（7）関係者（取締役・監査役・従業員・株主）の反対

（8）制度の内容がよくわからない

（9）現状に問題がない

（10）その他

無回答

 
（全国）

9.5%

20.3%

2.0%

5.2%

0.7%

17.1%

52.7%

4.5%

4.5%

36.2%

3.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100
%

設置による効果が予想しにくい

適任者が見当たらない

税理士等に依頼した場合の費用負担が予想しにく
い

税理士・公認会計士が就任してくれない

登記コストが高い

手続きが煩雑でわかりにくい

関係者（取締役・監査役・従業員・株主）の反対

制度の内容がよくわからない

現状に問題がない

その他

無回答

 
（東北）

8.4%

17.3%

7.4%

5.6%

3.0%

20.3%

47.8%

6.8%

9.0%

39.1%

7.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100
%

設置による効果が予想しにくい

適任者が見当たらない

税理士等に依頼した場合の費用負担が予想しにく
い

税理士・公認会計士が就任してくれない

登記コストが高い

手続きが煩雑でわかりにくい

関係者（取締役・監査役・従業員・株主）の反対

制度の内容がよくわからない

現状に問題がない

その他

無回答

 
（中部）

9.7%

17.3%

2.1%

0.2%

0.2%

16.9%

51.4%

4.5%

6.3%

26.4%

2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100

設置による効果が予想しにくい

適任者が見当たらない

税理士等に依頼した場合の費用負担が予想しにく
い

税理士・公認会計士が就任してくれない

登記コストが高い

手続きが煩雑でわかりにくい

関係者（取締役・監査役・従業員・株主）の反対

制度の内容がよくわからない

現状に問題がない

その他

無回答

%
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（四国）

14.7%

5.2%

0.0%

1.2%

0.0%

5.2%

53.9%

9.2%

0.3%

33.1%

2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100
%

（1）設置による効果が予想しにくい

（2）適任者が見当たらない

（3）税理士等に依頼した場合の費用負担が予想し
にくい

（4）税理士・公認会計士が就任してくれない

（5）登記コストが高い

（6）手続きが煩雑でわかりにくい

（7）関係者（取締役・監査役・従業員・株主）の反対

（8）制度の内容がよくわからない

（9）現状に問題がない

（10）その他

無回答

 
（沖縄）

5.3%

17.1%

0.0%

5.3%

0.0%

80.4%

85.6%

0.0%

0.0%

98.8%

5.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100
%

（1）設置による効果が予想しにくい

（2）適任者が見当たらない

（3）税理士等に依頼した場合の費用負担が予想し
にくい

（4）税理士・公認会計士が就任してくれない

（5）登記コストが高い

（6）手続きが煩雑でわかりにくい

（7）関係者（取締役・監査役・従業員・株主）の反対

（8）制度の内容がよくわからない

（9）現状に問題がない

（10）その他

無回答

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（中国）

9.2%

21.4%

0.2%

4.3%

6.0%

21.8%

52.5%

1.8%

5.5%

44.1%

4.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100
%

設置による効果が予想しにくい

適任者が見当たらない

税理士等に依頼した場合の費用負担が予想しにく
い

税理士・公認会計士が就任してくれない

登記コストが高い

手続きが煩雑でわかりにくい

関係者（取締役・監査役・従業員・株主）の反対

制度の内容がよくわからない

現状に問題がない

その他

無回答

 
（九州）

10.1%

36.0%

0.0%

4.5%

0.1%

19.1%

40.9%

1.0%

3.7%

53.0%

5.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100
%

設置による効果が予想しにくい

適任者が見当たらない

税理士等に依頼した場合の費用負担が予想しにく
い

税理士・公認会計士が就任してくれない

登記コストが高い

手続きが煩雑でわかりにくい

関係者（取締役・監査役・従業員・株主）の反対

制度の内容がよくわからない

現状に問題がない

その他

無回答
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まとめ 
 
 
全国平均を 1.00 として正規化した地域ブロック別の数値は、次図のとおり。 
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全国

北海道地区

東北地区
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中部地区
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